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The Economic Effects From Immigration
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Abstract

77

In the first half of the 21st century, Japan will be confronted with a situation where the pro-

portion of dependent population rises dramatically. This paper provides analyses of the

impact on the native Japanese households disposal income from accepting immigrants.

The analyses reveal that: i) by accepting immigrants between 2000 and 2009 to keep the

number of the working-age population at 1999 level, the Japanese households disposal income

will rise in about ten years after the acceptance, ii) but in about fifty years after the accep-

tance, this positive effect will suddenly decrease on account of aging of the immigrants

group.

キーワード:高齢化社会,移民,女性労働者,高齢者労働者,家計可処分所得

Keywords : aging society, immigrants, women workers, aged workers, households disposal

income
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f　はじめに

国際公共政策研究 第4巻第2号

21世紀の我が国は,労働力の減少という供給制約の中で,増え続ける高齢者を支え続けな

ければならないという極めて困難な事態に直面する。経済企画庁(1996)は,わが国におけ

る国民負担は,医療,年金,福祉,税制などに変更がないとした場合, 2000年には40.1, 2015

年には51.4まで増加すると予測している。

このような状況の中,移民受入れによって人口構造自体を是正するという手だては,高齢

化社会をのり切る上で,一見,最も直接的で且つ効果の大きい政策のように思われる。いみ

じくも,堺屋太一経済企画庁長官は, 99年1月22日の日経経済教室の中で, 「日本の安心にと

って欠かせないのは人口の獲得であり, (中略)移民問題も議論に加えなければならない」と

発言している。新しい経済計画『経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針』 (99年7月閣

議決定)では,移民問題に対する結論は先送りされるかたちとなったが,近い将来,産業界

等から,移民や外国人労働者の受入れに対して再び積極的な提案がなされることも十分予想

される。

移民の受入れは,高齢化社会をのり切り,我が国を活力に満ちた国とする上で本当に有効

な政策といえるのだろうか。本稿は,以上のような問題意識の下,移民の及ぼす経済的影響,

特に,日本人の家計可処分所得への影響に着目して分析したものである。

本稿は,次のような3つの特色をもっている。

第1は,移民の長期的な人口動態を考慮した上で,その影響の推計を行っている点である。

この点で,外国人労働者を対象とした従来の分析と大きく異なる。

第2は,上述したように,移民受入れの影響を,日本人1人当たりの家計可処分所得とい

う変数で捉えている点である。したがって,移民受入れによる日本人の税・社会保障負担の

変化も分析対象としている。

第3は,移民受入れの効果の大きさを,女子労働の活性化,高齢者労働の活性化という代

替的な政策効果と比較し,相対化している点である。

なお,本稿では,分析の視角を「現時点の日本人並びにその子孫の系列にとって,移民は

どの程度の経済的効果を持つか」においている。これは,現在のわが国は移民受入れの前段

階にあるから,移民を受け入れるべきか否かの議論に資するためには,このような視角から

分析を行うのが有効と考えたからである.本稿では, 「移民グループ:移民とその子孫の系

列」, 「日本人グループ:現在の日本人とその子孫の系列」という概念を用いて分析を実施す
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るが,これはこのような問題意識に基づいている1)0

ll　シナリオ設定
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l　移民受入れに関するシナリオ

経済的影響の分析に先立って,いったいどの程度の移民受入れを想定するのか,そして受

け入れた移民は,わが国の人口構造を長期的にどのように変化させていくのかを明らかにし

ておく必要がある。

これに関し,本稿では,三好(1999)の推計結果を利用する。三好(1999)は,必要とな

表1　三好(1999)の主な結論

分析課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　分　析　結　果

特定の政策目標に　①政策目標1 : 2000年から10年臥　生産年齢人口を1999年レベルに保つ

対し,どの程度の　　2000年から2004年は毎年45万人から65万人　2005年から2009年の問は毎年100万人

移民か必要か　　　　前後の受入れか必要　2000年から2009年までの期間で総計781万人の受入れが必

m

②政策目標2 : 2000年から10年間、老年従属人口指数を1999年レベルに保つ

2000年から2009年までの期間で総計4, 815万人という莫大な移民受入れか必要。

受け入れた移民か

我が国の人口構造

を長期的にどのよ

うに変化させるか

(上記政策目標1

のケ-スについ

て) (図1参照)

①老年従属人口指数は, 2030年頃まで大幅に低下するo ll旦成人移民2の高齢化に

よって2031年頃からこの効果は徐々に減少し.受入れ開始から70年後にこの効果

はほぼ消滅する。これは、 1世成人移民の子供達の出生率が日本人グループ並み

に低下することにも起因しているO

②年少従属人口指数は,移民受入れ開始から20年程度のF乱　大幅に上昇する。これ

は1世成人移民の出生率か日本人グループよりも高水準にあることに起因する。

しかしながら,年少従属人口指数は2015年から徐々に低下し.その後効果は消滅

していく。これは1世成人移民の子供達が成人すること並びに移民グループ内で

出生率が急激に低下することに起因する。

注)分析の前提は以下の通り。

ア)移民グループの出生率:わが国に入国した時点ではアジア全体の平均に等しい(合計特殊出生率(TFR :3.03))。

入国から10年間でTFRは1.61まで低下するo入国後11年目から2050年迄は出生率は一定(TFR : 1.61)0

イ)移民グ/レープの生残率:日本人グル-プと等しい。

ウ)新規入国移民の男女比率: 50対50。

エ)新規入国移民の年齢構成:成人移民の受入れについては25歳から34歳に限定し.その範囲で各歳別構成は均等とす

る。また.成人移民が入国時に有する子供数をアジア平均の出生率,年齢別死亡率から計算し,この子供は1世成人

移民に同伴して入国するものと仮定する。以上の前提で年齢構成を計算。

オ)移民グループと日本人グIV-プは婚姻関係において完全にセパレートされているO

カ)移民グループは, E]本人グループの人口に全く影響を与えないo

辛)移民グループが母国に帰還することはない。

ク)人口問題研究所(1997)の推計人口は.便宜上全て日本人グループとして扱うo

(資料)三好(1999)より抜粋

1)移民は,その国籍の有無に係らず,受入れ後は社会的に「日本人」と考えるべきであるo　日本人グループ,移民グ
ループという言葉は,分析上の概念に過ぎないことを断わっておく。
2) 1世成人移民とは,成人期に入国した移民を指す。
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注1)老年従属人口指数:老年人口(65歳-) /生産年齢人口(15-64歳)

注2)年少従属人口指数:年少人口　仁14歳) /生産年齢人口

注3)従属人口指数(総数) : (老年人口+少年人口) /生産年齢人口

資料)三好(1999)を一部変更して表示

図1移民受入れによるわが国人口構造の変化

る移民数並びに移民のわが国人口構造に及ぼす影響について,表1のような結論を得ている。

以下,移民受入れ数や受入れ後の人口構造の変化については,表1の政策目標1 (2000年

から10年間,生産年齢人口を1999年レベルに保つように移民を受け入れる)のシミュレーシ

ョン結果を利用して分析を進める。

2　比較対象のシナリオ

表2　比較対象の設定

比較対象　[　　　　　　　　　　　　　　　　シ　ナ　リ　オ

女子労働の活・ 20歳以上60歳未満の各年齢階級において.女子労働力率か1998年から2009年にかけて

性化　　　　　1997年の潜在的労働力率水準(図2参照)に直線的に上昇(子育てや高齢者介護とい

った女子労働の障書要因かすべて取り除かれた場合の1つの極端な労働力率水準を想

定している)

・ 1人あたりの平均的な生産力の上昇は考えない

高齢者労働の・男女とも60歳以上の年齢階級において.労働力率か1998年から2009年にかけて1997年

活性化　　　　　の潜在的労働力率水準に直線的に上昇(職業能九　配偶者の介護といった高齢者労働

の障害要因がすべて取り除かれた場合の1つの極端な労働力率水準を想定している)

・ 1人あたりの平均的な生産力の上昇は考えない
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注)ここでいう潜在的労働力率とは,就業希望の非労働力人口の内,職探しをしない理由を「仕事

を探す余裕がない」, 「適当な仕事がありそうにない」, 「家事・通学その他のため続けられそうに

ない」, 「その他」とするものが全て就業した場合の労働力率を示す。働かない理由の内「一時的

な病気」を挙げるものは除外している。

資料)総務庁統計局「労働力調査年報」平成9年, 「労働力調査特別調査報告」平成9年2月より

作成

図2　労働力率と潜在的労働力率(1997年)

本稿では,女子労働の活性化や高齢者労働の活性化といった代替的な政策の効果を合わせ

て測定し,移民受入れの効果の大きさを相対化する。

女子労働の活性化や高齢者労働の活性化については,表2のようなシナリオを設定した。

‖　経済的影響の分析方法

上記のシナリオの下,それぞれの施策が日本人グループ1人あたりの家計可処分所得にど

のような影響を与えるのかを分析する。

家計可処分所得は国民所得から税・社会保障負担を控除したものである。したがって分析

は,国民所得への影響,税・社会保障負担への影響という2つの側面から行う。

l　日本人グループ】人あたりの国民所得に与える影響

(1)人口構造・労働力率と1人あたりの国民所得との関係
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①　モデル

今後の高齢化,或いは女子労働の活性化や高齢者労働の活性化の1人あたりの国民所得に

与える影響を,次のようなモデルによって捉える。

いま, 1国全体の生産関数が次式によって示されるとする。

Y-F(L, K, T{t))

y:国民所得

L :労働力

K :資本サービス投入量

T{t) :技術進歩率(TFP上昇率)

この生産関数は次のような関数に変換することできる。

IogF-G(logL, logA, logT(t))

この式を時間で微分すると,

dlogY芸霊等dlogY
-dl。gK豊+鑑浩dlogT(t)dtdlogLdtdlogKdtd¥oa{t)dt

(1)

生産関数が一次同次で且つ生産財市場,生産要素市場ともに完全競争であると仮定すると,

労働力1単位の実質価格　芸-dY(労働の限界生産力,

資本サービス1単位の実質価格言霊(資本の限界生産力)

♪ :財の価格(物価水準)

W:名目賃金

r :資本サービスの名目価格

式(1)の右辺第1項にこの関係式を当てはめると

旦一極ヱ些蔓旦dYをdlogL号音等-p等∂logL dt　　∂>L Y dt

ここでpは労働分配率を示す.なお生産関数は一次同次であるから資本分配率は1-pとなるo

さらに, T(t)-tとおいて式(1)を書き直すと,

‡-p呈+(1-p)芸alogy

dt

次に1国内の人口をPとし,1人当たりの国民所得をDとおくと

刀-‡　したが-て

D Y P

D Y P

また,人口Pを複数の階層にセグメントすると,

(2)

(3)
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p-LPi　したが-て人口の成長率は芸-写Vが芸
<Eサ
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となる.ここではvpiは人口全体に占めるセグメントiの構成比率を示す。

ここで,セグメント間の労働力の集計可能性を前提として,労働力を次のように定義する。

L-∑Lf-∑a,N,-∑aiβ,Pi
/　　1"

Niはセグメントiの労働者数を示す.また,αl・は代表的セグメントとセグメントiとの労

働の限界代替率である3)0 αiは代表的セグメントとセグメントiとの間の労働時間格差や能

力格差を示す。

限界-ma,-莞　Y誹人口セグメントiの労働者の限界生産力
なお, βiはセグメントiの労働力率である。この定義式より労働力の成長率は

呈-写^+芸+告)

となるvuは労働力全体に占めるセグメントiの割合であるO

(3)式に(2)(4)(5)式を代入して整理すると,

芸芸+岩+告+(1-p,芸dlogY

dt率苦

言-中i(芸+告+Z(pv,,-〟)(%)+a-p)芸+∂1芸Y

(5)

(6)

式(6)の第1項は, 1人あたりの国民所得が,各セグメントの代表的セグメントに対する

限界生産力比が上昇した場合,或いは各セグメントの労働力率が上昇した場合に上昇するこ

とを示している。

式(6)の第3項,第4項はそれぞれ,資本サービスの投入量, TFP上昇率4)の1人当たり

の国民所得への影響を示している。

式(6)の第2項は,次式が成り立つ時,セグメントiの人口増加が国民1人当たり国民所得

の増加をもららすことを示している。

Pi p>

l>・　ご/.-/.、

vn Li

L

即ち,国内全体において労働力1単位に従属する人口(労働者も含め)と,セグメントi内

3)例えば平均的な20-24歳女子の1人あたりの労働が,平均的な30-34歳男子の何人分の労働に相当するかを示す　20-
24歳女子の労働時間や能力が, 30-34歳男子よりも低ければこの数値は1を下回る。逆に高ければ1を上回る。理論
的にはこれが賃金格差となる。

4)労働力の質的変化を控除した技術進歩率を示す
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において労働力1単位に従属する人口(労働者も含め)を比較した時,後者の前者に対する

比率が労働分配率よりも低いセグメントの人口の増加は, 1人あたりの国民所得を増加させ

るo逆に後者の前者に対する比率が労働分配率よりも高いセグメントの人口の増加は, 1人

あたりの国民所得を増加させる。

②　モデルの利用方法・前提

シミュレーションにあたっては,人口のセグメンテーション等を以下の通りとする。

ア)人口のセグメンテーション

男女それぞれ,年少人口を1カテゴリ-,生産年齢人口を5歳きざみ10カテゴリー,老年

人口を1カテゴリーとし,合計24カテゴリーにセグメントする.

イ)セグメント間の労働の限界代替率

各セグメント間の労働力の限界代替率(賃金格差)は, 97年の状況(図3)がそのまま続

くと仮定する。

ウ)生産関数

一次同次のコブ-ダグラス型生産関数を用いた。 96年における労働分配率(雇用者所得/国

民所得)が71.7%であることを考慮し, Lの指数には0.717をおく.なお,この労働分配率は

シミュレーション期間全体において一定とおく0
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態を含む平均所得から格差を算出している。

資料)労働省政策調査部編「賃金センサス」平成9年より作成

図3　性・年齢セグメント間の賃金格差(1997年)
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エ)その他

・失業は存在しないと仮定する。

・労働供給の賃金弾性はゼロと仮定する。

・また,国民所得は生産サイドだけできまるものとする。需要サイドの影響は一切考慮しな

い。

(2)移民が日本人グループの国民所得に及ぼす影響

上記のモデルは,日本人グループの人口構造と日本人グループの1人あたりの国民所得と

の関係を示したものである.移民受入れが日本人グループの国民所得に及ぼす影響はこのモ

デルでは捉えることはできない。この点については次のような方法で推計する。

①　モデル

図4は,移民が受入れ国の元の国民の国民所得に与える影響を示している。図の曲線は受

入れ国の労働の限界物的生産物(実質賃金率)曲線である。

ここで,移民受入れ前の受入れ国の労働力はODであり,国内生産はAODBの水準にあ

る。生産関数は一次同次で財市場,要素市場とも完全競争であると仮定すると,この生産水

準における雇用者所得はWr。ODB,資本所得はAWrnBとなる。

今,移民をDFだけ受け入れたとする。その結果受入れ国の賃金率はWrlの水準まで低下

し,生産量は受入れ前に比べてBDFEだけ増加する。この時,資本所得はAWrlEになり,

受入れ前に比べてWr。WrlEBだけ増加する.一方,雇用者所得はWrlOFEになり,受入れ

賃金率

A

fro

Yrl

a

_,,.,Z…__　E

C

D F G

4∴ミ　---」:---　`言-*--く　　　~'

移民ク}働力

図4　移民が受入れ国の元の国民の国民所得に与える影響
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前に比べてCDFEからWr。WrlCBを控除した額だけ変化する0

ここで注意しなければならないのは, CEDFについては移民労働者に分配されるというこ

とである。したがって,受入れ国における元の労働者の所得はWr。WrlCBだけ減少する。結

果として,受入れ前の所得の内　Wr。WrlCBが,雇用者所得から資本所得に代わり,資本は

それに加えてCBEの所得を得ることになるのである。

このように,移民は受入れ国の元の国民の所得を,資本所得の上昇という形で上昇させ

る5)6)本分析ではCBEの面積を求めこれを日本人グループの人口で除すことによって,移

民受入れが日本人グループ1人あたりの国民所得に与える影響を測定する。

②　モデルの利用方法・前提

移民グループについても,人口のセグメンテーション等は(1ト②と同様とし,さらに,

次のような前提を置く。

・移民グループの労働力率は,同じ性・年齢の日本人グループ(97年)に等しい。

・移民グループと日本人グループとの間に,労働に質的な相違はない。性と年齢階層が同じ

であれば,日本人グループと移民グル-プの平均的賃金率は等しいO

(3)資本ストックとTFP上昇率に関する前提

移民を受け入れた場合,移民グループの貯蓄によって,そして海外からの資本移動7)によっ

て,国内資本ストックの成長率が高まる可能性がある。この場合,日本人グループにとって

は,国内全体の資本労働比率が変化し,余剰部分BCEが減少することになる。仮に,国内の

資本労働比率が移民を受け入れなかった場合と同様の水準に戻れば,余剰部分は消滅し,移

民は日本人グループの国民所得に全く影響を与えないことになるO

しかしながら,以下では,議論を単純化するため,移民を受け入れても国内資本ストックに

は影響がないと仮定する.また,資本はすべて日本人グループが所有するものと仮定する。

同様に,女子や高齢者の労働を活性させた場合についても,日本人グループの所有する資

本量には変化がないとの仮定を置き,人口構造と労働力の変化が国民所得に直接的に与える

影響のみを分析対象とする。 TFP上昇率についても,同様の仮定を置く。

5)本研究では封鎖経済を前提としているo開放モデルで小国の仮定をおいた場合は,財の世界価格は一定である。ヘ

クシャ--オリーン-サミュエルソンによれば,生産要素の価格は,財の賦存量や消費パターンには影響されず,
貿易可能財の価格とその生産技術のみによって決まるoしたがって,移民を受け入れても賃金率と資本価格に変化
はないoよって受入れ国の元の国民の国民所得は移民を受け入れても全く変化しないことになる。
6)後藤(1990)は貿易不可能な財(建設業,サービス産業)があり,且つ輸入に関税等の貿易制限がある場合の外国

人労働者受入れの国民所得への影響を静学的一般均衡モデルによって分析しているo彼は労働・資本の部門間移動
がない場合を短期,資本の移動はないが労働の移動がある場合を中期,資本・労働共に移動がある場合を長期とし
て, 3つのケースの影響を試算しているO彼が最も現実的としているのは中期モデルであるが,この場合,元の国
民の国民所得は減少することになるoこれは労働集約的な輸入可能財の価格が関税等の貿易制限によって高められ

るため労働の限界価値生産性が押し上げられ,外国人労働者が真の生産力よりも高い貸金を受けとること等に起因
する。

7)このプロセスについてはGerking-Mutti (1983)参照
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2　日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担に与える影響の分析方法

次に,移民の日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担に及ぼす影響のシミュレーシ

ョン方法を示す。次の3つのステップで推計を行う。

(1)移民を受け入れなかった場合の日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担

一般政府の目的別消費支出を,人口との関連から表3の通り3種類に分類し,人口構造の

変化が各支出に与える影響をシミュレートする。さらに,各年の財政支出全体を人口で除し,

1人あたりの税・社会保障負担を算出する。

表3　-般政府の目的別支出の分類とシュミレーション方法

種類　　　支出の目的　　　基礎数値(注)　シュミレ-ション方法

2U票芸合口に比I教育45.2

/A万円(90年価格)票数値*各年の24歳以下

65歳以上人口に比

例する支出
保健

143.1万円(90年価格)　基礎数値*各年の65歳以上

/人　　　　　　　　　　人口

社会保障・福祉サービス　　252.1万円(90年価格)　基礎数値*各年の65歳以上

/人　　　　　　　　　　人口

その他 一般政府サービス,防衛.

住宅・地域開発,その他の

地域社会サービス.経済サ

ービス.その他

総額を62兆円に固定　　各年固定値

荏) 95年度の財政支出から算出

(2)移民を受け入れた場合の日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担

①　一般政府支出規模

表3のシミュレーション方法に,移民を受け入れた場合の人口を代入して算出する。

(塾　移民受入れに伴う特別な財政支出

移民と財政との関係で見逃せないのは,移民受入れには,特別な財政支出が発生するとい

う点である。

移民受入れは,出入国管理,語学教育や職業訓練など社会統合のためのコストを伴う。ま

た,受入れ数が多くなれば,非合法移民の流入も多くなり,その対策,取締まりにコストが

かかる8)0

そこで,直接間接に発生する財政支出の大枠を把握するため,英国,米国,カナダ,オー

8)ェコノミスト紙Economists (1993)によれば,カリフォルニア州政府の移民に関する年間予算は50億ドルであると
しているが,驚くべきことにその内の12億ドルは刑務所に費やされている。カルフォルニアでは非合法就労者が刑

務所収容者の約15%を占めている。
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ストラリアという伝統的な移民受入れ国を対象に,受入れ移民数と財政支出との関係を分析

してみた9)。表4はその結果を示したものである。

これによると,一般財政支出の対GDP比率は,人口全体に対する新規受入れ移民数の比率

と有意な関係にあることが分かる。新規受入れ移民の対人口比率が1 %上昇すると,一般財

政支出の対GDP比率は4.4%上昇することになる。

当然ながら毎年の新規受入れ移民だけが特別な財政支出を発生させるわけではない。移民

が受入れ国の社会に完全に同化するまで,なんらかの財政支出が発生するでろう。表4の人

口全体に対する新規受入れ移民の比率は,受入れ国にいまだ完全に同化していない移民の規

模を代表する1つの指標としてみるべきであろう。

表1一般財政支出対GD P比率の回帰分析結果

パラメータ　　　　　　　推計値　　　　　　t値

定数項　　　　　　　　　　　　0. 297462　　　　　59. 870

新規受入れ移民数/総人口　　　　4. 421145　　　　　　4. 143

カナダダミー　　　　　　　　　　0. 089848　　　　　16. 624

オーストラリアダミ　　　　　　　0.016403　　　　　　3.156

英国ダミ　　　　　　　　　　　0. 093145　　　　17. 579

注1)回帰期間:1984-1995年.年データ

注2)自由度43.自由度修正垂相関係数:0,9363

データ)財政支出. GDPはOECD Annual National Account 1998,移民受入

れ数はOECD International Migration Statistics (Cd Rom)を利用

本分析では,特別な財政支出は新規移民受入れ期間に集中して発生するとの前提を置き,

上記回帰式を利用してこの財政支出を算出する。

③　日本人グループ1人当たりの税・社会保障負担

①, ②で推計された一般政府支出は,日本人グループ,移民グループ双方の税・社会保障

負担によって賄われる。ここでは日本人グループの負担分を次のような方法によって算出す

る。

移民を受け入れた場合の日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担

- (移民を受け入れた場合の一般政府支出(移民受入れに伴う人口変化を勘案) +移民受

入れに伴いに伴い特別に発生する財政支出〉 *国民所得に占める日本人グループの所得の

割合/日本人グループの人口

(3)移民受入れが日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担に与える影響

9)移民ストックと財政支出との関係,過去数年の移民受入れ数と財政支出との関係も分析したが,利用可能な回帰式
は見出せなかった。
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(1)の推計値から(2)の推計値を控除することによって,移民の日本人グループ1人あた

りの税・社会保障負担に及ぼす影響を測定する。

lV　分析結果

以上の手法によって,移民受入れ,女子労働の活性化,高齢者労働の活怪化という3つの

施策について,日本人グループ1人あたりの家計可処分所得をシミュレートし,施策がない

場合との差を求めた。推計期間は2000年から2049年の50年間とした。

l　移民が日本人グループl人あたりの家計可処分所得に与える影響

まず,移民受入れの効果についてみてみる。表5は資本成長率並びにTFP上昇率をゼロと

おいた場合の,日本人グループ1人あたりの家計可処分所得への影響を示したものである。

これによれば,日本人グループ1人当たりの国民所得を増加させるという点では,移民受

入れの効果はわずかに過ぎないことが分かる。 2000年から2049年の50年間トータルでみても,

その大きさは1995年の1人あたり国民所得の3.87%に過ぎない。

次に,日本人グループ1人当たりの税・社会保障負担への影響でみると,移民グル-プは,

受入れ期間中は日本人グループ1人当たりの税・社会保障負担を大幅に増加させるが,その

後は日本人グループ1人当たりの税・社会保障負担を大幅に軽減させる。しかしながら,そ

の効果は2040-2049年には大きく減少する。以下各期間に分けてみてみよう.

まず, 2000-2009年に日本人グループ1人当たりの税・社会保障負担が増加するのは,本シ

ミュレ-ションでは,新規移民の受入れ期間に集中して移民受入れに伴う特別な財政支出が

発生すると前提しているためである。また,この時期移民グループ内には日本人グループに

比べて相対的に年少人口が多く,彼らの教育費を日本人グループが負担しなければならない

ことも一因となっている。

一方, 2010年以降に日本人グ)I/-プ1人当たりの税・社会保障負担が減少するのは,第1

に, 1世成人移民の子供達が次々と成人し移民グループ内で年少人口が減少していくこと,

第2に,日本人グループには移民グループに比べて相対的に多くの老年人口が存在し,日本

人グループの高齢者への財政支出(年金給付等)の一部を移民グル-プが負担することの2

つに起因する。この効果は2030-2039年の期間で最大となり,日本人グル-プ1人に,期間内

合計で1995年の1人あたり国民所得の約35.06%に相当する可処分所得をもたらす。

次に, 2040-2049年の期間でみると,この効果は大幅に減少する。これは,この時期に移民

グループ内で高齢化が進むからであるO移民グループ内では, 2030年までは老年人口はゼロ

であるが, 2031年から老年人口に入るものが現れる。これは2000年に入国した移民の内,最
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も年齢が高いものが34歳の移民であり,彼が2031年に老年期に入るためである。そして,そ

の後老年人口は徐々に増加し, 2049年には一世成人移民は全て老年人口となる(2009年に入

国した移民の内,最も若い移民(25歳)が老年期に入る)。この結果, 2040-2049年の期間で

は,日本人グループの老年人口を移民グループが支える効果は2030-2039年の期間に比べて大

きく低下する。

表5　移民が日本人グループ1人あたりの家計可処分所得に与える影響

期　間　　　　全　体
国民所得上昇　　　　税・社会保障

効果　　　　　　　　負担軽減効果

2000-2009　　　-19. 76　　　　　　0. 10　　　　　　　　-19. 86

2010-2019　　　　18. 16　　　　　　0. 49　　　　　　　　17. 66

2020-2029　　　　32. 1　　　　　1. 03　　　　　　　　31. 04

2030-2039　　　　36. 29　　　　　　1. 23

2040-2049　　　　13. 53　　　　　　1. 02

35. 1

12.51

2000-2049　　　　　0. 27　　　　　　3. 87　　　　　　　　76. 41

注1 ) 1995年の1人あたりの実質国民所得を100として指数化し,施策がない場合との差を

表示している。

注2)資本成長率, TFP上昇率はゼロとおいているo

注3)数値は期間合計値を示す。

2　女子労働の活性化・高齢者労働の活性化との比較

次に,移民受入れの効果を,女子労働の活性化や高齢者労働の活性化の効果と比較してみ

よう。図5は,資本成長率並びにTFP上昇率について3つのケースを設定し,シミュレ-シ

ヨン期間全体の効果を示したものである。

これによると,日本人グループ1人あたりの家計可処分所得を上昇させる効果は,女子労

働の活性化高齢者労働の活性化,移民受入れの順となっている。資本成長率並びにTFP上

昇率を共にゼロと置いた場合は,移民受入れは,高齢者労働の活性化とほぼ同じ程度の効果

を有するが,資本成長率やTFP上昇率を高めたケ-スでは,移民受入れと女子労働の活性化

並びに高齢者労働の活性化との間の効果の差は大きくなる。これは,移民受入れによる日本

人グループの家計可処分所得の増加は,日本人グル-プと移民グループとの人口構造上の差

に起因して発生し,資本成長率やTFP上昇率には大きな影響を受けないからである。

また,資本成長率が3%でTFP上昇率がゼロとおいたケース2では,双方をゼロとおいた

ケ-ス1よりも,移民受入れによる日本人グループの家計可処分所得の増加幅は減少する。

これは,資本成長率が高まることによって日本人グループの所得水準が移民グル-プに比べ

て相対的に高くなり,結果的に日本人グループ1人あたりの税・社会保障負担が増加してし
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図5　各施策が日本人グループ1人あたりの家計可処分所得に与える影響

まうからである。

V　政策的インプリケーション並びに残された課題

l　政策的インプリケーション

以上,本稿では,人口構造と労働力の変化が国民所得に直接的に与える影響に着目して,

移民受入れが日本人グループ1人あたりの家計可処分所得に与える影響を分析した。また,

女子労働の活性化や高齢者労働の活怪化という代替的な施策と,その効果の大きさを比較し

m&m

移民受入れに伴う日本人グループの家計可処分所得への正の効果は,殆どが日本人グルー

プと移民グループとの人口構造上の差に起因して発生する。たとえ,若い移民を大量に受け

入れたとしても,受け入れた移民は,いずれは老年期を迎える。また三好(1999)で示した

ように,移民の出生率は,入国後,受入れ国の出生率に急速に近づいていくという性質を持






